
サービス内容
専用の「電話番号」をお貸し出しいたします。貸出電話番号への着信をご指定の電話番号へ転送するサービスです。 

携帯電話をご登録いただき、登録した携帯電話で転送開始・停止、転送先が随時変更可能です。

回線プラン

料金プラン

ご指定の携帯電話

貸出電話番号

電話をかける 指定番号へ転送

回  線  プ  ラ  ン

市　外　局　番

初　期　費　用

月額基本料金

発　信　者

※ 3番号まで登録可能

◎外出先でも貸出電話番号を通知して発信ができます。　

着信転送（固定）①、②

着信転送（携帯）①、②

発信（固定→固定）④

発信（固定→携帯）④

発信（携帯→固定）④

発信（携帯→携帯）④

※ 上部イラスト③の設定変更時にかかる通話料金（1分22円）はご利用者負担となります。貸出固定電話機から設定を行った場合は無料。　　

※ ご利用開始月の1日が土・日・祝日の場合、ご利用開始は翌営業日10時以降となります。

※ 月の途中からの利用の際も、月額基本料を申し受けます。（日割精算がありません）

※ 局番はお申込オフィスの所在地域の番号のみ選択いただけます。（電話番号はお選びいただけません）。

東京都港区西新橋2-11- 6 ニュー西新橋ビル3F　TEL／03-5213-0477　営業／平日10：00～18：30

1
固定電話機（1回線につき1台貸与）と携帯電話を
利用して通話ができます。
プライベート会員限定のサービスとなります。

2
携帯電話を利用して通話ができます。
シェア会員、バーチャル会員はこちらのプラン
のみ選択可能です。

固定電話サービス（電話機付き） 発着信サービス（電話機無し）

（1） 固定電話サービス （2） 発着信サービス

通 

話 

料 

金

転送先電話番号の変更

※ プライベート会員の場合、オフィスに設置している受付機からの呼出し先に設定する為、1回線は契約必須となります。

1

2
3

4

※固定電話サービスのみ

2,750円

3,300円（台）

3分　14.3円

1分　29.7円

1分　   33円

1分　51.7円

1分　51.7円

1分　69.3円

2,750円

2,200円（回線）

3分　16.5円

1分　35.2円

―

―

1分　51.7円

1分　69.3円

03 ・ 042 ・ 044 ・ 045
052 ・ 06 ・ 075

03 ・ 042 ・ 044 ・ 045 ・ 047
048 ・ 052 ・ 06 ・ 075

IP電話サービスについて

＜ サーバー  ＞ ＜ ご利用者  ＞

＜ 電話機 ＞



〈別紙 1〉 

通信サービス利用約款 

 

この利用約款は、nex 株式会社（以下「運営者」といいます）が、ビジネスサポートクラブの会員（以下「会員」

といいます）に対して提供する通信サービスの内容および利用条件等を定めたものであり、会員はこの利用約款

に従って、通信サービスの提供を受けるものとします。なお、この利用規程に記載されている金額はすべて消費

税を含まない金額であるため、支払時に別途消費税が加算されます。 

 

第 1 条〔通信サービスの種類〕 

1. 運営者が会員に対して提供する電話通信サービスの種類は、次の通りとします。 

① IP 電話回線の発着信サービス 

IP 電話回線の発着信サービス（以下「発着信サービス」といいます）とは、運営者が会員に対して貸

与する専用電話番号を使用して、インターネット回線を介して着信および発信を行うことにより、会

員が保有または使用する固定電話または携帯電話で通話を行うことができるサービスです。 

② IP 電話回線の固定電話サービス 

IP 電話回線の固定電話サービス（以下「固定電話サービス」といいます）とは、運営者が会員に対し、

専用電話番号および電話端末を貸与することにより、会員が貸与された電話端末を使用して通話を行

うことができるサービスです。 

③ IP 電話回線のＦＡＸサービス 

IP 電話回線のＦＡＸサービス（以下「IP-FAX サービス」といいます）とは、運営者が会員に対し、

受信専用のＦＡＸ番号を貸与することにより、受信した FAX 書面を PDF ファイルで閲覧し、または

会員が使用するメールソフトを利用して、PDF ファイルを、日本国内に限り、指定先の FAX に送信

することができるサービスです。なお、IP -FAX サービスの利用は、携帯電話のメールアドレスを使

用することはできません。 

2. 運営者または建物所有者が会員に対して無償で提供するインターネット接続サービスは、次の通りとしま

す。 

① ネットサービスの提供方法は、有線 LAN 方式による DHCP 接続のみとします。 

② ネットサービスはベストエフォート型のサービスであり、電気通信設備の状況や他回線との干渉、各

会員の利用状況、交換機収容局からの距離などにより速度が低下することがあるので、運営者は、接

続速度について保証しません。 
 

第 2 条〔会員が利用できる回線数〕 

1. バーチャル会員およびシェア会員は、発着信サービス、IP -FAX サービスについて、それぞれ１回線のみ

利用することができます。 

2. プライベート会員は、運営者が指定する定員数に応じた回線数を利用することができます。 
 

第 3 条〔利用申込み〕 

1. 会員は、通信サービスの利用を申込むときは、この利用約款の内容を理解し、通信サービスの利用料金を

確認したうえで、運営者が公開するウェブサイトの申込フォームに従って利用申込みを行うものとします。 

2. 次の何れかに該当するときは、運営者は、会員の利用申込みに対し、契約の締結を拒絶する場合がありま

す。 

① 申込内容に虚偽の記載があった場合。 

② 会員が通信サービスを利用する際に、この利用約款の定めに違反する恐れがあると運営者が判断した

場合。 

③ 運営者が会員に対し、利用申込の審査に必要な書類等の提出を求めたにもかかわらず、会員が提出に

応じない場合。 
 



第 4 条〔利用契約の成立〕 

通信サービスの利用に関する契約は、会員の利用申込みに対して、運営者がこれを承諾したときに成立するも 

のとします。 
 

第 5 条〔設備等の準備〕 

1. 会員は、通信サービスを利用するために施設内に持ち込む推奨機器、PC、ソフトウェア、その他の付随機

器を、自己の責任と負担において準備し、設置、接続または設定を行うものとします。 

2. 運営者は、会員が通信サービスを利用するために使用する推奨機器、PC、ソフトウェア、その他の付随機

器との互換性を確保するために、当社が管理する設備、システムやソフトウェアを追加または変更し、も

しくは設定変更するなどの義務を負わないものとします。  
 

第 6 条〔通信サービスの利用料金等〕 

1. 通信サービスの利用開始に伴う初期設定費用は、1 回線当たり 2,500 円とします。 

2. 通信サービスの月額基本料金は、次の通りとします。 

① IP 電話回線の発着信サービス：月額 2,000 円 

② IP 電話回線の固定電話サービス：月額 3,000 円 

③ IP 電話回線の IP -FAX サービス：月額 3,000 円 

3. IP 電話回線の発着信サービスおよび固定電話サービスを利用する場合、会員は、月額基本料金以外に通話

料金および転送通話料金を支払うものとします。 

4. IP 電話回線の IP -FAX サービスを利用する場合、会員は、月額基本料金以外に送信枚数 1 枚当たり 30 円

の利用料金を支払うものとします。 

5. 通信サービスの利用開始後に、登録した電話番号または送受信先メールアドレスの変更を行う場合、会員

は、変更 1 件当たり 2,000 円の変更手数料を支払うものとします。 

  6.  プライベート会員は、通信サービスの設定や設置を伴う有料出張サービスを利用した場合、運営者に対し、

出張料金として 18,000 円を支払うものとします。 
 

第 7 条〔利用料金等の支払方法〕 

1. 会員は、通信サービスの利用契約が成立したときは、運営者が指定する期日までに、前条第１項の初期設

定費用および原則 2 か月分の月額基本料金を一括して支払うものとします。 

2. プライベート会員およびシェア会員は、前項以外の月額基本料金については、毎月末日までに翌々月分を、

またバーチャル会員は、毎月末日までに翌月分を運営者の指定する方法により支払うものとします。なお、

支払にかかる手数料は会員の負担とします。 

3. 会員は、前項以外の利用料金等については、当月分を翌月末日までに、運営者の指定する方法により支払

うものとします。なお、支払にかかる手数料は会員の負担とします。 

4. 会員は、利用料金等の支払を怠ったときは、運営者に対し、支払期日の翌日から支払済みに至るまで、未

払額につき、1 日当り 0.05％の割合による遅延損害金を支払うものとします。 
 

第 8 条〔禁止事項〕 

1. 会員は、通信サービスの利用にあたり、以下に掲げる行為をしてはならないものとします。 

① 運営者が推奨していないルーター機器を持ち込んで利用する行為。 

② 会員が従前から使用していたプロバイダーの情報が設定されているルーターを使用する行為。 

③ 運営者が自動配布しているネットワーク帯の IP アドレスを固定で利用する行為。 

④ 会議室・ラウンジ等、共用スペースの無線を指定の場所以外で利用する行為。 

⑤ 運営者のグローバル IP を不正利用、VPN 等での接続または帯域を占有し続ける行為。 

⑥ 特定または不特定を問わず大量のメールを送信する行為。 

⑦ 動画を含むデータ容量の大きいコンテンツを取扱い、または利用する行為。 

⑧ コンピュータウィルスなど有害なプログラムを提供しまたは送信する行為。 

⑨ 犯罪に該当する行為または公序良俗に反する行為もしくはそれらに類する行為。 



⑩ 特定または不特定を問わず、相手方に不利益または損害を与える行為、もしくは誹謗中傷する行為。 

⑪ サポートが終了している OS を搭載しているデバイスを接続する行為。 

⑫ 最新のウィルス対策が行われていないデバイスを接続する行為。 

⑬ その他、運営者が提供する通信サービスを阻害し、または他の会員による通信サービスの利用を阻害

するような不適当な行為。 

 2. 会員が施設内に持ち込んだルーター等の接続、設定、使用方法のほか、前項に違反する行為が原因で運営

者が提供する通信サービスに障害が生じたときは、会員は、運営者に対し、障害の復旧対策に要した費用

を支払うものとします。 
 

第 9 条〔サービスの提供の停止・中止・利用制限〕 

1. 運営者は、会員が次の何れかに該当した場合、通信サービスの提供を停止します。 

① 会員が通信サービスの利用料金等の支払を怠ったとき。 

② 会員が前条の禁止事項を遵守しなかったとき。 

③ 運営者が、他の会員及び共有通信環境に影響の生じる可能性のある通信方法と判断したとき。 

2.  運営者は、次の何れかに該当するときは、通信サービスの提供を中止することがあります。 

① 電気通信設備等の保守上または工事上やむを得ない事由が生じたとき。 

② 電気通信設備等の障害が発生し、復旧させるまでに時間を要する場合。 

③ 天災地変、停電、通信事業者による通信遮断や通信障害、施設内に設置された配線および機器等が原

因による通信不具合が発生した場合。 

3. 天災地変、通信障害その他非常事態が発生し、公共の利益のために非常時における緊急を要する通信を最

優先に取扱う必要が生じた場合、運営者は、会員による通信サービスの利用を制限し、または通信サービ

スの提供を中止することがあります。 

4. 本条第 1 項、第 2 項または第 3 項による通信サービスの提供の停止または中止もしくは利用制限により、

会員が損害を被ったとしても、運営者は、一切の損害賠償責任を負わないものとします。 
 

第 10 条〔サービスの解約〕 

1. プライベート会員は、IP 電話回線の発着信サービスまたは固定電話サービスの何れか 1 回線を利用する

ことが施設利用の条件となっているため、施設を利用している間は、発着信サービスまたは固定電話サー

ビスの全てを解約することはできません。 

2. バーチャル会員およびシェア会員は、運営者の指定する方法により、いつでも通信サービスの利用契約の

解約を申込むことができます。 

3. 前項により、会員が解約を申し出た場合、解約の申出があった日の翌月末日の 15 時（翌月末日が運営者

休業日の場合はその前営業日の 15 時）をもって利用サービスが終了するものとします。 

4. プライベート会員が、IP 電話回線の発着信サービスまたは固定電話サービスもしくは IP-FAX サービスの

何れかを解約しようとする場合、第 2 項および前項を準用するものとします。 

5. 会員は、電話番号や FAX 番号をホームページ等に掲載していた場合、通信サービス利用終了時に必ず掲

載情報を削除しなければならない｡ 
 

第 11 条〔利用約款の変更〕 

1. 運営者は、必要に応じ、利用約款を変更することがあります。 

2. 通信サービスの利用料金を改定しようとする場合、運営者は会員に対し、2 か月以前に通知するものとし

ます。 

3. 利用約款の変更または前項による利用料金の改定に異議のある会員は、利用約款の変更日または利用料金

の改定を通知した日から 2 か月以内に第 10 条に従って解約を申し出るものとし、この場合、利用契約が

終了するまで変更前または改定前の利用約款を適用します。 
 

第 12 条  (権利の譲渡制限) 

この通信サービス利用約款に別段の定めがある場合を除き、会員は，通信サービスの提供を受ける権利を第三 



者に譲渡することができないものとします。 
 

第 13 条〔準拠法〕 

1. 通信サービスの利用に関して、運営者と会員との間の契約の成立、効力等の準拠法は、日本法とし、準拠

法の適用範囲について、当事者間に争いが生じた場合は、日本法に従って解釈されるものとします。 

2. この利用約款に関し、運営者と会員との間に紛争が生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意

管轄裁判所とします。 
 

第 14 条〔発効および改定〕 

・この利用約款は、2015 年 11 月 1 日から発効するものとします。 

・この利用約款は、2017 年 11 月 1 日に一部改定しました。 

・この利用約款は、2018 年 2 月 1 日に一部改定しました。 

・この利用約款は、2018 年 9 月 10 日に一部改定しました。 

・この利用約款は、2020 年 10 月 1 日に一部改定しました。 

 ・この利用約款は、2022 年 3 月 1 日に一部改定しました。 


